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平成２９年８月２２日 

   日本学術会議 

学術研究推進のための研究資金制度のあり方に関する検討委員会 

 

（提言）「学術の総合的発展と社会のイノベーションに資する研究資金制度 

のあり方に関する提言」 

 

１ 現状及び問題点 

我が国の研究開発費は、2015 年には総額で 18.9 兆円であり、アメリカ、中国に次いで

世界第３位に位置している。また、科学技術基本計画で目標が定められた科学技術関係経

費の目標達成率は、第２期基本計画以降では 80％前後に留まり、2016年から始まった第５

期においても改善されていない。研究成果においては、近年、科学技術論文の件数、被引

用数の国際順位が低下している。さらに、若手研究者数も減少しており、将来の研究力の

低下が懸念される。 

大学では、基盤的資金が減少して、相対的に競争的資金のウエイトが増加するという傾

向にある。しかし、競争的資金中心の研究費では、若手研究者を安定的に雇用することが

難しい。一方で、民間企業から大学等への研究資金の流れは太くないため、その拡充は大

きな課題である。大学等と企業が、それぞれのトップの関与により組織間の協働を進める

ことが成果を高めるうえでの課題である。 

企業と、大学や公的研究機関との連携を強めるためには、研究に携わる大学や公的研究

機関において、直接研究に参加する研究者とサポート・スタッフの人件費、光熱水費や施

設設備の維持管理費等を、適切に費用に含めることができることが課題である。また、公

的研究費については、内閣府が示した 30％の間接経費率を普及させることによって、競争

的資金の獲得を研究機関そのものの発展につなげる必要がある。 

大学や公的研究機関の研究を支える研究施設・設備の老朽化、陳腐化も深刻な問題にな

っている。これらに向けた研究資金は減少の一途を辿ってきた。 

 

２ 提言の内容  

提言１ 大学および研究機関への公的資金の拡充 

大学への運営費交付金や助成金の縮減や停滞により、大学からの研究成果が量的にも、

質的にも低下するようになった。この流れに歯止めをかけるため、国は科学技術の振興と

経済社会の発展に向け研究開発投資を拡充し、科学技術基本計画に定めた目標を達成する

とともに、民間の研究開発投資をけん引していく役割を果たすことが必要である。 

 

提言２ 競争的研究資金のバランスの取れた配分  

大学は教育を通じた人材育成とともに、研究者発意型の基礎研究を行うことを通じて、

社会の発展につながる成果を上げることにその役割がある。 

国は、科学研究費のように研究者発意型の基礎研究を支える競争的研究資金の重要性を

認識して、維持発展させるとともに、応用研究、開発研究、さらに戦略研究、要請研究の

様々なカテゴリーの研究資金のバランスの取れた組み合わせ、さらに文理の協働とバラン



 2 

スに留意して、我が国の研究開発力が総合的に発展するように努めるべきである。 

 

提言３ 若手・女性研究者の育成強化 

科学技術力を中長期的に高めていくためには、若手研究者の持続的な育成が必要である。

国は、研究者育成の中核を担う大学や公的研究機関に対して基盤的資金と競争的資金を継

続的に支給する体制を整え、若手や女性研究者の育成と研究発展を促すべきである。 

 

提言４ 産学の共同研究の推進 

企業活動が知的財産や知的アイデアに基づいて成立することを踏まえて、大学等の研究

機関は、企業とのより緊密な連携を進めるべきである。共同研究、受託研究等、目的に応

じた契約によって、研究費を受け入れ、さらに社会人学生、クロスアポイントメント、人

員派遣など多様な人的交流によって企業との協働を進めていくべきである。 

 

提言５ 機関連携による共同研究の大型化 

大学や公的研究機関と企業等との共同研究を進展させるには、双方のトップの間に強い

信頼関係を構築することが不可欠である。大学等においては、トップの関与によって相手

方との共同研究の理念、実施方針と体制を確立し、一方で企業側はオープンイノベーショ

ンの観点に立って大学等における研究開発成果の積極的な位置づけを行うことを出発点に、

双方の協働を進めることが望ましい。 

 

提言６ 産学の共同研究における経費概念の適正化と間接経費の充実 

大学や公的研究機関と企業等が共同研究を行う場合には、企業等が拠出する研究費に、

研究者や支援スタッフの人件費、実験施設・設備の維持管理費、光熱水費等の研究に直接

必要となる経費や、管理的経費等の間接的に必要となる経費を含めて、共同研究の推進が

大学や研究機関の発展につながるようにする必要がある。 

また、国の競争的資金が大学や公的研究機関に支出される場合には、当面直接経費の

30％の間接経費を支給することを徹底するべきである。 

 

提言７ 研究施設・設備の充実と共同利用の促進 

研究施設・設備の老朽化、陳腐化が進む恐れが顕在化している。研究施設・設備に対す

る国の資金は当初予算・補正予算ともに近年著しく減少している。施設・設備が良質の研

究成果を生み出す土壌になることを再確認して、国として安定的な資金確保を図るべきで

ある。同時に、大学や研究機関は多様な研究施設・設備関係データのオープン化を進め、

これらが効率的に共同利用されるように努めるべきである。 

 


